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学校教育法の一部を改正する法律等の施行について 

 

 

学校教育法の一部を改正する法律（平成29年法律第41号。以下「学校教育法改

正法」という。）が平成29年５月31日に、学校教育法の一部を改正する法律の施

行に伴う関係政令の整備に関する政令（平成29年政令第232号、以下「整備政令」

という。）が平成29年９月１日に、学校教育法の一部を改正する法律の施行に伴

う厚生労働省関係省令の整理等に関する省令（平成30年厚生労働省令第15号、以

下「整備省令」という。）が平成30年２月16日に公布され、平成31年４月１日か

ら施行される予定である。 

これに伴う水道法令関係の改正の趣旨及び内容は下記のとおりであるので、

御了知の上、その施行に遺漏なきよう期されたい。また、都道府県知事におかれ

ては、貴管下の都道府県知事認可の水道事業者及び水道用水供給事業者並びに

町村に対し、本件を周知徹底いただきたい。 

記 

 

第１ 学校教育法改正法の概要 

 大学制度の中に位置付けられ、専門職業人の養成を目的とする新たな高等

教育機関として、「専門職大学」及び「専門職短期大学」の制度を設けるこ

ととされた。 

専門職大学（４年制）の課程は、前期課程（２年又は３年）及び後期課程

（２年又は１年）に区分され、当該前期課程を修了した者については、短期     
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大学の卒業と同様の教育水準を達成したものとみなされ、短期大学士相当

の学位が授与される。 

 

第２ 水道法令関係の改正の趣旨と内容 

布設工事監督者（法第12条）、水道技術管理者（法第19条）及び水質検 

査を実施する者（法第20条の４）については、その要件として大学等卒業

者の規定があるところ、大学等卒業者には短期大学を卒業した者も含まれ

ることとされている。 

今般の学校教育法改正法において制度化される専門職大学の前期課程を

修了した者は、短期大学を卒業した者に相当することとなるため、大学等

卒業者に専門職大学の前期課程修了者が含まれる旨を法令上明記するもの

である。 

 

 

 


